
報告第１１７号                平成１７年７月２５日承認  
 

市民部会の事務事業詳細調整について（その２）  
 
市民部会（その２）の事務事業詳細調整について別紙のとおり本協議会に報

告し、その承認を求める。  
  平成１７年６月２９日提出  
 

                 津地区合併協議会  
                     会長 近 藤 康 雄  



番号 項目名専門部会

詳細調整報告項目一覧

分科会

6市民部会 1 市民生活・広聴分科会 14 町自治会長、地区自治会連合会長報償金

15 地区自治会連合会活動

16 地区自治会活動

17 町自治会活動

18 市政だより配布等

4防災交通安全分科会 2 地域防災計画

3 災害対策本部

5 総合防災訓練

8 防災行政無線

9 同報無線

18 災害時における相互応援協定

8地域調整分科会 1 施設（集会所・会館）維持管理運営事業

5
人権・同和問題事業補助金（運動団体等補助
金）

9 隣保館の設置及び管理に関する条例



分科会名分科会名分科会名分科会名 市民生活・広聴

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考
H18.4.1

18

町自治会長、地区
自治会連合会長報
償金

地区自治会連合会
活動

地区自治会活動

町自治会活動

14

15

16

17

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・合併に際し、単位自治会数は９４８と膨大な数となることか
ら、一連合会として組織結成されるのが望まれるが、当面、旧市
町村単位での地域別連合会として組織される方向である。
・地域別の連合会組織へ支払う補助金等の内訳は、津市の例によ
り「町自治会長・地区自治会連合会長報償金、地区自治会連合会
活動費、地区自治会活動費、町自治会活動費」を統合したものと
する。
・自治会長への謝礼金及び自治会への補助金並びに市政だより配
布等委託料については、１０市町村の現行支給の総額相当額にお
いて整理する。
・補助基準の統一については、各市町村の謝礼金及び補助金の性
格や金額が異なることから、合併時には津市の例による暫定基準
により運用する。
・暫定基準による積算と、現給総額を比し、著しく差が生じた場
合は、市町村間の活動レベルの均等化を図りつつ、新たな基準策
定までは、相応の補填措置を講じるものとする。
・それぞれ市町村独自に実施されている事業の補助制度について
は、新たな基準策定時に見直しを行うものとする。
・掲示板補助金については、町活動補助金に含めるものとする。

・市広報紙、県政だより、県議会だより、回覧文書等の配布物につい
ては、確実に住民に届くことを基本に、新市移行時については混乱の
ないよう、極力、現在多くの市町村にて行われている配布方法、すな
わち、行政から自治会へ配付を行い、自治会から各戸まで配付をして
いただく方法を基本とする。
　また、配付回数については、月２回配付で統一することとする。
　なお、自治会配付が困難な世帯については、郵送等にて対応してい
く。
・行政から自治会への配付方法については、現在、各市町村間にて差
異があることから、合併と同時に専門業者へ委託を行い、自治会まで
の配布方法の統一を行う。
・自治会からの各戸への配布に係る費用の支払い方法、経費の算定
等については、現在の各市町村の実態等をふまえ、合併までに望まし
いあり方を検討のうえ調整を行っていく。

市政だより配布等

●詳細事項調整結果
　各地域別連合会組織へ支出する暫定基準は次のとおりとする。

１　町自治会長、地区自治会連合会長報償金
（１）交付先
　　　単位自治会長、ブロック別連合会長とする。

（２）交付基準等
　　　単位自治会長は世帯数に応じ、年額４４，０００円～
　　４７，０００円、ブロック別連合会長は年額４５，０００円
　　とする。
　　　支出回数は年１回とする。

２　地区自治会連合会活動補助金
（１）交付先
　　　地域別連合会

（２）交付基準等
　　　補助金額は世帯数×２２円とする。
　　　支出回数は年１回とする。

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 市民

調整結果調整結果調整結果調整結果



分科会名分科会名分科会名分科会名 市民生活・広聴

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 市民

調整結果調整結果調整結果調整結果
３　地区自治会活動補助金
（１）交付先
　　　ブロック別連合会

（２）交付基準等
　　　補助金額は単位自治会数×４，０００円とする。
　　　支出回数は年１回とする。

６　激変緩和措置
　　協議会協議第３０号の調整額試算の例により、平成１６年度
　の実績額を基礎として、９５％程度を上限に措置をする。
　　ただし、統一基準を策定し、５年以内に移行できるよう努め
　る。

４　町自治会活動補助金
（１）交付先
　　　単位自治会

（２）交付基準等
　　　補助金額は世帯数×４００円とする。
　　　支出回数は年１回とする。

５　市政だより配布等委託料
（１）委託先
　　　単位自治会
　　　ただし、契約に関しては単位自治会毎に締結することが困
　　難であると思われるので、各地域の事情にあわせブロック別
　　連合会または地域別連合会で締結する。

（２）委託基準等
　　　金額は世帯数×１，０４２円とする。
　　　支出回数は年２回とする。

ブロック別連合会

単位自治会

種　　　別

 参　　考

いわゆる町自治会で、自治会
の最小単位組織

１０組織

約７０組織

約９５０組織

内　　　容 合併後の見込数

旧市町村ごとに組織された、ブ
ロック別連合会の連合組織

概ね小学校区ごとに組織され
た、単位自治会の連合組織

地域別連合会



分科会名分科会名分科会名分科会名 防災交通安全

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考
2 合併後１年 暫定運用につ

いては、合併
と同時

3 合併後１年 暫定運用につ
いては、合併
と同時

２　事務内容
（１）平成１７年度において業者委託し、合併時までに県との事
　　前協議に入る。
（２）合併後、速やかに防災会議委員を委嘱し、新市地域防災計
　　画を策定する。
（３）新市地域防災計画が策定されるまでの間は、合併までに策
　　定する地域防災計画案を新市の暫定計画として運用する。

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

地域防災計画

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 市民

調整結果調整結果調整結果調整結果
●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・各行政単位の地域防災計画の特性を考慮し策定する。
・新市地域防災計画が完成するまでは、旧市町村単位の地域防災
計画で暫定運用する。

●詳細事項調整結果
１　目的
　　津波や液状化が起こりやすいとされる海岸部、土石流や地滑
　り等の土砂災害などが発生するおそれのある山間地、水害が発
　生しやすい河川流域等多種多様な自然災害に対応できる防災計
　画を策定する必要がある。
　　また、新市域７００平方キロメートル余の区域をカバーする
　こととなり、雲出川や安濃川のように流域の長い河川の防災対
　策や応急対策、集中豪雨などの局地災害に対応できる体制や情
　報伝達手法など、地域の災害特性と地域の社会環境を考慮し、
　策定する。

　新市において災害が発生し、または、災害が発生する恐れがあ
る場合において、市長は新市地域防災計画の定めるところによ
り、災害対策本部を設置する。
　ただし、新市地域防災計画が策定されるまでの間は、合併まで
に策定する地域防災計画案を新市の暫定計画として運用する。

災害対策本部 ●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・地域防災計画で位置づけるが、完成するまでは新市の組織を考
慮し、災害対策本部の事務を遂行できる組織を暫定的に編成す
る。

●詳細事項調整結果



分科会名分科会名分科会名分科会名 防災交通安全

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 市民

調整結果調整結果調整結果調整結果
5 合併と同時

8 合併と同時

総合防災訓練

●詳細事項調整結果

６　参加対象
　　防災関係機関、自主防災会、小学生等の一般市民

５　実施日
　　防災の日（９月１日）

４　場所
　　地区人口や訓練用地を勘案しながら、毎年一箇所で順次持ち
　回りで実施

１　目的
　　実践的な対策訓練を通して、防災関係機関相互の協力体制を
　強化し、民間事業所や自主防災組織等の防災技術の向上及び地
　域住民の防災意識の高揚を図る。

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・訓練項目、場所等調整のうえ実施する。

２　名称
　　市民総ぐるみ総合防災訓練

３　訓練項目
　　避難訓練、避難誘導訓練、初期消火訓練、救出・救護訓練、
　避難所開設・運営訓練等

防災行政無線 ●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・電波法の規定により次の事業実施計画に基づき防災無線を整備
する。
　平成１５年度：基本設計業務委託
　平成１６年度：実施設計及び設置計画書作成業務を委託予定、
電監ヒアリング
　平成１７～１８年度：整備工事、電波申請
　平成１９年度：防災無線システム施行
　ただし、本稼動までは暫定運用とする。

●詳細事項調整結果
　防災行政無線は、災害時において最も重要な通信手段となるべ
きものであるため、事業計画にそって整備を進める。
　ただし、本稼動予定は平成２０年度のため、新市発足時は本庁
と総合支所を、津市防災行政無線及びＮＴＴ回線（有線）で接続
する暫定統合で運用する。
　また、各総合支所の移動系については現行のままとする。



分科会名分科会名分科会名分科会名 防災交通安全

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 市民

調整結果調整結果調整結果調整結果
9 合併後３年 暫定運用につ

いては、合併
と同時

18 合併と同時

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
合併後、３年間程度で次のことを調整する。
・周波数の統一化
・機器の更新計画
・未設置箇所の対応
・基地局の選定

●詳細事項調整結果

県市町村災害応援協定（三重県及び県内市町村）
災害時における輸送業務に関する協定（赤帽三重県軽自動車運送
協同組合）
郵便局災害応援協定（新市区域内郵便局）
大規模災害時の相互応援に関する協定（競艇開催１６市町村）
災害防止協定（東邦ガス）
災害救護活動協定（新市２医師会連絡協議会）
応急食糧の緊急引渡しについての協定書（三重県）など

　各市町村（香良洲、一志、白山）が所有している地域防災無線
（同報系）については、現行のまま新市に引き継ぎ暫定的な運用
とする。

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・現在の協定については、新市においても新たに協定締結をす
る。

●詳細事項調整結果

　同報無線は、災害時に地域住民に対して避難勧告等の情報伝達
手段として非常に有効であるため、本庁から総合支所（香良洲、
一志、白山）への情報伝達を、津市の防災行政無線及びＮＴＴ回
線（有線）により行う。

災害時における相
互応援協定

　合併関係市町村が協定している相互応援協定については、新市
においても相手方との協議をし、基本的には協定締結をする。

同報無線



分科会名分科会名分科会名分科会名 地域調整

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考
1 合併と同時

5 合併と同時

9 合併と同時

２　事業内容
（１）社会調整及び研究事業
（２）相談事業
（３）地域福祉事業
（４）啓発及び広報活動事業
（５）地域交流事業
（６）小規模地域対策事業
（７）青少年指導育成事業
（８）隣保館デイサービス事業
（９）地域交流促進事業
（10）継続的相談援助事業
（11）その他必要事業

１　目的
　　地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点
　となる開かれたコミュニティーセンターとして、生活上の各種
　相談事業や人権課題の解決のための各種事業を総合的に行える
　施設として、隣保館を設置する。

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

施設（集会所・会
館）維持管理運営
事業

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 市民

調整結果調整結果調整結果調整結果
●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　施設の日常の管理運営に係る補助金及び委託料については、合
併時までに地元自治会との協議を行い、平成１６年度で廃止す
る。
　また、施設の維持管理運営に要する経費の負担については、現
行のまま新市に引き継ぐ。

人権・同和問題事
業補助金（運動団
体等補助金）

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　津市においては当補助制度は合併までの方向付けがなされてい
るが、他の実施市町村では各団体への補助金額、補助内容、今後
の考え方など取り扱いが異なっている。
　このため、新市における当補助金のあり方について、合併時ま
でに津市の考え方を基に整理・調整を図る。

●詳細事項調整結果

３　その他
　　津市隣保館の設置及び管理に関する条例及び津市隣保館の設
　置及び管理に関する条例施行規則とし、各施設の名称、職員体
　制については、現行のとおりとする。

●詳細事項調整結果

２　補助金額
　　団体への活動補助金は現行のままとする。ただし、補助金の
　限度額は３０万円とする。

１　目的
　　社会福祉の向上を図るために、人権・同和問題関係団体等の
　活動に対し補助する。

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　法失効後の隣保館の位置づけ、名称、職員体制、事務事業の内
容など、全国隣保館連絡協議会の指導内容等を踏まえ合併時まで
に調整を図る。

隣保館の設置及び
管理に関する条例

●詳細事項調整結果

       津　市：集会所４か所、会館４か所
       久居市：集会所６か所
       芸濃町：集会所６か所
       美里村：集会所１か所
       一志町：集会所６か所
       白山町：集会所１３か所
       美杉村：隣保館分館８か所

　市町村が設置した会館・集会所については、適切な維持管理運
営を図るため、日常の管理は地元自治会とする。
　なお、１８年度から補助金及び委託料は交付しない。
　また、施設の維持管理運営に要する経費の負担については、現
行のまま新市に引き継ぐが、合併後３年程度を目途に地元負担の
方向で調整する。


